
公 告 第 ３ ５ １ 号 

令和６年１２月１２日 

支出負担行為担当官 

防衛大学校総務部長  井草 真言 

 

公        告 

 

下記により入札を実施するので、防衛大学校における「入札及び契約心得」を熟知の上、参加されたい。 

 

記 

１ 入 札 方 式            一般競争入札 

 

２ 入 札 日 時            令和７年１月３１日（金） １０時００分 

 

３ 入 札 場 所          防衛大学校本館１階  入札室 

 

４ 参 加 資 格          (1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者

は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

(3) 令和０４・０５・０６年度防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ、Ｂ、

Ｃ又はＤの等級に格付けされ関東・甲信越地域の参加資格を有する者であること。 

             (4) 大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官（以下「省指名停止権者」という。）又は防

衛大学校長から「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の要領」に基づく指名停止等の措

置を受けている期間中の者でないこと。 

             (5)  前号により、現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者

と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者でな

いこと。 

             (6)  労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がないこと。 

(7) 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第１４条第１項及び第６項の規定により許可を受けて 

いる者。 

(8) 予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、契約担当官等が定める入札参加資格者として、 

「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律」（平成１９ 

年法律第５６号）に基づき、添付している「環境配慮への取組状況及び優良基準への適合状況 

に関する条件の提示について」の入札適合条件を満たす者であること。 

 

 

５ 入 札 方 法          落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当する額を加算

した金額をもって落札価格とするので、各入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ

るか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１００／１１０に相当する金額を入札書

に記載すること。 

            なお適合条件を満たすことを証明する書類及び入札書の提出について収集運搬業者と処分業者が

異なる場合、原則として代表して収集運搬業者が行うものとする。 

 

６ 保証金に関する事項 (1) 入札保証金及び契約保証金  免除 

(2)  落札者が契約を結ばないときは、落札金額（入札書に記載した金額の１１０／１００に相当す

る金額）の５／１００に相当する金額を違約金として徴収します。 

 

７ 入 札 の 無 効            (1) ４の参加資格のない者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札。 

(2) 郵便入札の場合、期限までに入札書が到着しなかった場合。 

 

８ 契約書又は請書作成の有無  有  

 

９ 契 約 条 項          役務請負契約条項・談合等の不正行為に関する特約条項・暴力団排除に関する特約条項・産業廃棄

物の収集、運搬及び処分に関する特約条項 

 

10 入札に付する事項 

調達要求番号 品      名 規格・数量 履行場所 履行期限 そ の 他 

庁舎役２ 
産業廃棄物の解体・収

集運搬及び処分 
仕様書のとおり 仕様書のとおり 令和７年３月２１日 

入札日前日までに全省庁

統一資格の写しを提出す

ること。 

11 そ の 他          

（1）下請負について 

原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めないものとする。ただし、真にやむを得ない事由を該当する

省指名停止権者が認めた場合には、この限りではない。 



（2） 郵便入札を希望する場合は、事前に了承を得るものとし、入札書を内封筒に入れ、会社名、入札日時、件名及び入札書在

中と朱書きにより明記し、書留、配達記録等にて、入札日前日１２時００分（必着）までとする。宛名には担当者名（下

部参照）を記載すること。また、発信者の責により到着の確認を行うこと。 

（3）入札に参加する者は、資格審査結果通知書（全省庁統一資格）、本公告に添付している「誓約書」、「適合証明書」、「環境配

慮への取り組みに関する評価項目及び評価基準」及び証明書類、許可証の写しを提出すること。（提出期限：令和７年１月

１７日（金）１２時００分まで） 

（4）収集運搬業者と処分業者が異なる場合は、原則として収集運搬業者が代表して、別紙を入札日前日１２時００分までに提

出すること。 

(5) 落札者が９に掲げる契約条項のほか、中小企業信用保険法第２条第１項に規定する中小企業者である場合は、「債権譲渡制

限特約の部分的解除のための特約条項」を別途適用する。 

（6）入札案内（仕様書）の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

防衛大学校総務部会計課経理室調達係（担当：石岡）TEL 046-841-3810（内線 2054･2055） 



別紙 

年  月  日 

支出負担行為担当官 

防衛省防衛大学校総務部長 殿 

 

 

      住  所 

      会 社 名 

      代表者名 

      連 絡 先 

 

今般、産業廃棄物の解体・収集運搬及び処分（庁舎役２）について下記のと

おり入札に参加致します。 

 

記 

 

収集運搬業者 

 

住  所 

会 社 名 

代表者名 

連 絡 先 

 

 

処分運搬業者 

 

住  所 

会 社 名 

代表者名 

連 絡 先 

 



仕様書のとおり

式 1

式 1

仕様書のとおり

代 表 者 名

住 所

会 社 名

支出負担行為担当官

(入札書)

履 行 期 限 登 録 番 号

見 積 （ 入 札 ） 金 額 ￥

防衛大学校総務部長　　殿

「入札及び契約心得」を承諾のうえ上記金額をもって見積り（入札）します。

仕 様 書 の と お り

３１

見積書有効期限
履 行 場 所

年 １ 月 日

単価･金額欄には、見積もった契約金額の100/110(消費税抜)に相当する金額を記入します。

令和７

見 積（入札）書

単 位

仕様書のとおり

庁舎役２

金　　　　額 規　　　　格

調達要求番号

産業廃棄物の解体・収集運
搬及び処分

式 1

連 絡 先

（以下内訳）

数　量 単　価品　　　　　　名

令和7年3月21日

産業廃棄物の解体・収集運
搬

産業廃棄物の処分















【環境配慮への取組に関する評価項目及び評価基準】

事業者共通

評価項目 評価基準の細部 対応状況の細部

１　環境／ＣＳＲ報告書

環境/CSR 報告書を作成・公表していることを評価。
環境/CSR 報告書とは環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の
促進に関する法律（平成16 年法律第77号。環境配慮促進法）第2 条第4 項に規定する環境報告
書をいう。

２　温室効果ガス等の排出削減計
画・目標

事業活動に伴い排出される温室効果ガス等に関する排出削減のための計画の策定及び削減目標
の設定（総排出量、削減量、処理処分重量・体積当たりの排出原単位の低減も含む）を行うと
ともに、年間1 回以上当該計画の実施状況及び目標の達成状況をウェブ等適切な方法により公
表していることを評価。

３　全従業員への研修・教育

全従業員に対する産業廃棄物の適正処理、環境配慮への取組（温室効果ガス等の排出削減のた
めの措置を含む）等に関する研修・教育の年間実施計画を策定し、当該計画に従って定期的
（年間1 回以上）に各種研修・教育を実施（実施結果を記録に残すことが必要）していること
を評価。

【優良基準への適合状況に関する評価項目及び評価基準】

事業者共通

評価項目 評価基準の細部 対応状況の細部

１　優良適正（遵法性）
従前の産業廃棄物処理業の有効期間（優良確認の場合は申請日前5年間）において特定不利益処
分を受けていないこと。

２　事業の透明性
法人の基礎情報、取得した産業廃棄物処理業等の許可の内容、産業廃棄物処理施設の能力や維
持管理状況、産業廃棄物の処理状況等の情報を、一定期間継続してインターネットを利用する
方法により公表し、かつ、所定の頻度で更新していること。

３　環境配慮の取組 ISO14001、エコアクション 21 等の認証制度による認証を受けていること。

４　電子マニフェスト 電子マニフェストシステムに加入していること。

①直前3 年の各事業年度のうちいずれかの事業年度における自己資本比率が 10%以上であるこ
と。

②直前3 年の各事業年度における経常利益金額等の平均値が零を超えること。

③産業廃棄物処理業等の実施に関連する税、社会保険料及び労働保険料について、滞納してい
ないこと。

④最終処分業者にあっては、特定廃棄物最終処分場について積み立てるべき維持管理積立金の
積立てをしていること。

環境配慮への取組状況及び優良基準への適合状況に関する評価基準への対応状況の細部について、上記のとおりであることを証明します。

　　年　　月　　日

住　　　所

会　社　名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　社印

代表者氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

①　事業者共通の取組

②　優良認定への適合状況

５　財務体制の健全性


